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第２条（目的） 

 本会は、アルコール検知器の技術や品質の向上、ならびにアルコール検知器の 
普及啓発によって業界の地位の向上を図る。 
本会は、関係官庁、各団体との連携と会員相互の協調を通じて、アルコールの過剰
摂取や短時間での大量摂取等に代表される飲酒問題の根絶に寄与することを目的と
する。 
本会は、営利を目的としない組織である。 

  

第３条（活動） 

 本会は、前条の目的を達成するために、次の活動を行う。 
（１）アルコール検知器の利用と活用に係る普及および啓発。 
（２）アルコール検知器の技術・品質向上のための調査研究。 
（３）アルコール検知器および飲酒運転防止に関連する法令の周知および広報。 
（４）アルコール検知器に関連する行政機関との連絡、協議。 
（５）アルコール検知器や飲酒の専門知識を用いた道路交通安全の促進および普及。 
（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流。 
（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する行政機関および各団体等との連携。 
（８）その他、会の目的を達成するために必要な活動。 

アルコール検知器協議会設立の目的と活動内容 



     会員企業(23社）  2017年4月24日時点 

正会員 

株式会社エスケイジャパン 

エフアイエス株式会社 

光明理化学工業株式会社 

サンコーテクノ株式会社 

新コスモス電機株式会社 

株式会社タニタ 

中央自動車工業株式会社 

株式会社データ・テック 

株式会社テックウエルインターナショナルジャパン 

テレニシ株式会社 

東海電子株式会社 

株式会社東洋マーク製作所 

ドコモ・システムズ株式会社 

ドレーゲル・セイフティー ジャパン株式会社 

株式会社ネモト・センサエンジニアリング 

株式会社パーマンコーポレーション 

株式会社パイ・アール 

フィガロ技研株式会社 

前野技研工業株式会社 

株式会社 ヤナコ計測 

準会員 

株式会社メイエレック 

株式会社篠原計器製作所 

株式会社テレコム 



2015年度は、認知度を上げる活動（業界団体等） 

発足期・2期目 

2016年度は、自主検定策定、認定機器公表 



2016年度の組織と機関 
総会 

会長 
副会長 

幹事会 
運営 

執行機関 

議決機関 

事務局 

技術委員会 業務委員会 他WG 
(順次発足） 

監事 
会計監査 

検定 
WG 

普及啓発 
WG 

R126 
WG 



飲酒 

死亡事故 

飲酒事故 

飲酒運転検挙数 26,664件 

3,585件 

201件 

飲酒問題（飲酒運転）を取り巻く状況 
2015年度-2016年度 

飲酒 

死亡事故 

飲酒事故 

飲酒運転検挙数 26,423件 

3,757件 

213件 

2015年度 
(1-12月） 

2015年度 
(1-12月） 

飲酒運転（死亡事故・飲酒事故）は、下げまりから、前年比増へ 



ついに、事業用自動車も。 

プロドライバーによる飲酒事故 



第一号議案 
 

2017年度 
（2017.4-2018.3） 
単年度活動内容 



活動予定（2015年6月23日 第1回総会資料） 

活動内容 
初年度 ２年目 ３年目 

２０１５ ２０１６ ２０１７ 

設立総会 

総会 

プレスリリース 

WGの立ち上げ 

各業界団体への認知活動 

現行法令の整理 

HPの制作   

啓発資料の拡充     

性能要件（自主基準）     

プラン２００９への協力提言     

目的別 検知器選定ガイドライン 

飲酒運転防止条例の研究     

検知器を使った独自の教育プログラム       

T2016への参加、他国調査 

飲酒運転違反者 対策の研究 

OIML R126 WGとの情報共有 

飲酒運転防止シンポジウム開催 

規約における活動 
初年度 2年目 3年目 4年目 

H27 H28 H29 H30 

アルコール検知器の利用と活用に係る普
及および啓発。 

HP立ち上げ 啓発資料の拡充 啓発資料の拡充   

アルコール検知器の技術・品質向上のた
めの調査研究。 

各WGの立ち上げ 性能基準策定 
アルコール検知器 
選定ガイドライン 

  

アルコール検知器および飲酒運転防止に
関連する法令の周知および広報。 

現行法令の整理 用語の整理 
飲酒運転防止 
条例への関与 

  

アルコール検知器に関連する行政機関と
の連絡、協議。 

協議会の認知活動 
各省庁の訪問 

プラン２００９ 
への協力・提言 

常習違反者 
のモニタリング 

OIMLを通して 
日本の規格 

アルコール検知器や飲酒の専門知識を用
いた道路交通安全の促進および普及。 

      
独自の教育 

プログラムを策定 

アルコール検知技術や交通安全政策に関
する国際交流。 

  T2016   
シンポジウム 

開催 

アルコール健康障害対策基本法に関連す
る行政機関および各団体等との連携。 

  WGに参加     

その他、会の目的を達成するために必要
な活動 

        

予算         

会員数         



2年目活動実績と、3年目の目標 

活動内容 
初年度 ２年目 ３年目 

２０１５ ２０１６ ２０１７ 

設立総会 

総会 

プレスリリース 

WGの立ち上げ 

各業界団体への認知活動 

現行法令の整理 

HPの制作   

啓発資料の拡充     

性能要件（自主基準）     

プラン２００９への協力提言     

目的別 検知器選定ガイドライン 

飲酒運転防止条例の研究     

検知器を使った独自の教育プログラム       

T2016への参加、他国調査 

飲酒運転違反者 対策の研究 

OIML R126 WGとの情報共有 

飲酒運転防止シンポジウム開催 

第1回 
6月23日 

4月8日 

普及啓発WG、検定化WG 

国交省、トラ協、バス協会 
NASVA、ASK訪問 

会員企業 

J-BACマーク制度（草案） 

第2回 
4月28日 

普及啓発WG 
検定WG,R126WG 

文書作成中 

自主検定 6社14機種 
第三者機関版策定作業 

バス協展示、NASVA展示 

自主検定内容公開 
検定合格品リスト化 

協議会の広報チラシ 自主検定制度の広報 
認定機器の広報 

第三者機関版文書完成 
第三者機関契約 

第3回 
4月24日 

協議会版 
インストラクターリスト 

ベルリン報
告 

経産省 
呼気分科会 

プレス 
投稿 

ウェブサイト
拡充 

安管協 
トラ協全県 

法令集 
ウェブサイト化 

外部検定公表サイト準備 
他技術資料拡充 

経産省呼気分科会へ 
検知器実機レクチャー 

T2016ブラジル 
光明様参加 

T20XX立候補の可能性調査 

IT点呼 
パブコメ提出 

検知器業界からの 
情報提供 



１．ウェブサイトの拡充 
  （非対面活動・情報のストック化） 
 
２．トラ協、安管協へ、あらためて 
  （対面活動・教育活動のアピール） 
 
３．自主検定から外部機関検定へ 

2017年活動方針 



１．ウェブサイトの拡充 
（非対面活動・情報発信） 



アルコール検知（認定機器・技術等）のことなら 

検索 アルコール検知器 



業界ならではの情報提供 
例：検知器の産業構造・市場規模とは？ 

自動車工業会ウェブサイト 
＜日本の自動車産業」より 
http://www.jama.or.jp/industry/index.html 

業界としての情報を集約し・公開することで信頼を得、
「要望・提言」ができるよう、目指す。 
 
（根拠や情報も出さずに、補助金や規制強化を訴えても説
得力がない） 



２．トラ協、安管協へ、あらためて 
  （機器ではなく、教育面、アピール） 



認定機器アピール以外で、できること 
 

（ところで、何をしてくれるのですか？ へどう応えるか？） 

検知器協議会が派遣できる講師 
（インストラクター） 



認定機器以外で、できることを 
ウェブサイトでアピール 



北海道 (社)北海道安全運転管理者協会 

青森県 (社)青森県安全運転管理者協会 

岩手県 岩手県安全運転管理者部会連合会 

宮城県 (社)宮城県安全運転管理者協会 

秋田県 秋田県安全運転管理者協会 

山形県 山形県安全運転管理者協議会連合会 

福島県 (社)福島県安全運転管理者協会 

茨城県 (社)茨城県安全運転管理者協議会 

栃木県 (社)栃木県安全運転管理者協議会 

群馬県 (社)群馬県安全運転管理者協議会 

埼玉県 (社)埼玉県安全運転管理者協会 

千葉県 (社)千葉県安全運転管理協会 

東京都 東京安全運転管理者部会連合協議会 

神奈川県 (社)神奈川県安全運転管理者連合会 

新潟県 (社)新潟県安全運転管理者協会 

富山県 富山県安全運転管理者連絡協議会 

石川県 (社)石川県安全運転管理者協議会連合会 

福井県 福井県安全運転管理者協議会連合会 

山梨県 (社)山梨県安全運転管理者協議会 

長野県 (社)長野県安全運転管理者協会 

岐阜県 岐阜県安全運転管理部会連合会 

静岡県 (社)静岡県安全運転管理協会 

愛知県 (社)愛知県安全運転管理協議会 

三重県 (社)三重県安全運転管理協議会 

滋賀県 (社)滋賀県安全運転管理者協会 

京都府 京都府安全運転管理委員会 

大阪府 大阪府安全運転管理者連絡協議会 

兵庫県 兵庫県安全運転管理者部会連絡協議会 

奈良県 一般社団法人 奈良県安全運転管理者協会 

和歌山県 和歌山県安全運転管理委員会 

鳥取県 鳥取県安全運転運行管理者協議会連合会 

島根県 (社)島根県安全運転管理者協会 

岡山県 岡山県安全運転管理者協議会連合会 

広島県 (社)広島県安全運転管理協議会 

山口県 (社)山口県安全運転管理者協議会 

徳島県 (社)徳島県安全運転管理協会 

香川県 香川県安全運転管理連絡協議会 

愛媛県 愛媛県安全運転管理者連絡協議会 

高知県 (社)高知県安全運転管理者協議会連合会 

福岡県 福岡県安全運転管理協議会 

佐賀県 佐賀県安全運転管理者協議会 

長崎県 長崎県安全運転管理協議会 

熊本県 一般社団法人 熊本県安全運転管理者等協議会 

大分県 一般社団法人 大分県安全運転管理協議会 

宮崎県 宮崎県安全運転管理者等協議会 

鹿児島県 (社)鹿児島県安全運転管理協議会 

沖縄県 (財)沖縄県交通安全協会（沖縄県安全運転管理委員会） 



３．自主検定から外部機関検定へ 
 



自主検定（P9 外部機関移行について） 

自主検定草案に記載されているPH-2の確立を引き続き推進する。 



外部機関検定に関する活動予定 

１．候補機関から、概算見積取得済み。決定および詳細見積フェーズへ。 
２．金額決定＝詳細規格決定、検定制度のスタート宣言を目指す（申請者有無とは関係なく） 



その他、中期目標の実現 



経済産業省との連携 
（計量機器連合会・R126呼気試験器分科会） 

2015年度に、協議会発足の報告を行った。 
R126の改版に対し、日本のコメントをとりま 
まとめている。 
 
最近わかってきたのは、産総研、JQA、CERI 
等、計量行政の専門科はいるが、じつは 
アルコール検知器を見たことがない。 
 
→次回、協議会として、検知器や校正の概略を 
実機レベルでレクチャーする必要アリ。 
（来年度、提案予定） 



（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する 
   国際交流 

○ＩＣＡＤＴＳ（International Council on Alcohol,Drugs and Traffic Safety) 

 

 ＩＣＡＤＴＳにおいて、日本の飲酒運転防止の取り組みや、 

 アルコール検知器の高度な利用方法を紹介し、かつ、 

 他国の飲酒運転防止施策の最新の情報を得、会員や関係各省庁に 

 展開する。 



（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する 
   行政機関および各団体等との連携 

飲酒運転 

「ゼロ」 

政府 地方公共 

団体 

学校 

家庭 

行政 

司法・立法 

大学研究者 

（公共政策） 

飲食関連 

企業 

民間企業 

 

交通関連 

トラック・バス 

 タクシー協会 

ｱﾙｺｰﾙ検知器 

協議会 

自動車 

メーカー 

NPO 

被害者 

団体 



第二号議案 2017年単年度予算 



2017年度の組織と機関 
総会 

会長 
副会長 

幹事会 （執行機関） 

（議決機関） 

事務局 

技術委員会 

監事 
会計監査 

各担当委員 各担当委員 

業務委員会 



2017年度 各委員、各WGの役割 

会則 第３条（活動内容） 業務委員会 技術委員会 

（１）アルコール検知器の利用と活用に係る普及および啓発。 ○ 

（２）アルコール検知器の技術・品質向上のための調査研究。 ○ 

（３）アルコール検知器および飲酒運転防止に関連する法令の周知および広報。 ○ 

（４）アルコール検知器に関連する行政機関との連絡、協議。 ○ ○ 

（５）アルコール検知器や飲酒の専門知識を用いた道路交通安全の促進および普及。 ○ 

（６）アルコール検知技術や交通安全政策に関する国際交流。 ○ ○ 

（７）アルコール健康障害対策基本法に関連する行政機関および各団体等との連携。 ○ 

（８）その他、会の目的を達成するために必要な活動。 ○ ○ 



2017年度の年間行事予定 
目的 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

2017年度総会 年間報告と決議事項 ○ 

技術委員会 常設・定例会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

業務委員会 常設・定例会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

各委員 個別不定期活動 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 随時 

全体会合 
・認定状況の報告 
・課題共有 
・その他最新情報共有 

上期 
成果 
報告 

2018年度 
入退会と口数変更 

2017年12月に告知 
2018年度予算編成準備 

募集 → 締切 

全体会合 下期 
年間報告 
2018年度予算案 

成果 
報告
と次
年度 

参考：アルコール検知や飲酒問題を取り巻く社会環境・行政や団体の動き 

2016年度 
国交省 

事故防止対策支援 
推進事業 

○ ○ 

2017年度 
国交省予算 

事故防止対策支援 
推進事業 概算要求 

○ ○ ○ 

県トラック協会 検知器への助成金 ○ ○ 

プラン2009 
FUP 

検知器義務化の 
その後の対策有無 

アルコール健康 
障害対策基本法 

飲酒運転防止WG 
アルコール関連問題啓発週間 

啓発
週間 



2017年度(2017年4月～2018年3月） 
単年度予算（案） 

活動内容 予算執行 
主幹 

科目 予算 

2017年度 

 4 - 6月   7 - 9月 10-12月  1 - 3月 

第３回総会 事務局 10万円 10万 

HPの拡充（全般） 業務委員 30万円 10万 10万 10万 

J広報活動（広告物印刷） 業務委員 20万円 10万 10万 

交通安全関連団体への認知活動（展示会等） 業務委員 30万円 15万 15万 

会員名刺制作費 業務委員 3万円 3万 

技術調査 
（規格調査・翻訳・外部機関検定準備） 

技術委員 40万円 10万 10万 10万 10万 


